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〈ムスリム対応の推進〉
　2020 年に向けて外国人旅行者数をさらに増加させるためには、著しい成長が期待される
東南アジアをはじめとするイスラム圏からのムスリム旅行者への対応も重要である。
　そこで、ムスリム旅行者向けの食事や礼拝場所などについての情報発信を行うとともに、
おもてなしのマニュアルの作成や礼拝堂の整備を推進し、より快適な観光環境を整える。

（出所）国土交通省観光庁資料

〈エアライン・クルーズの誘致〉
　外国人旅行者を受け入れる空の玄関口である関西国際空港においては、首都圏より 1時間
アジアに近い利点等を活用し、LCC（ローコストキャリア）を中心にさらなる誘致を進め、
アジアからの旅行者を呼び込むとともに、FSC（フルサービスキャリア）のネットワークを
充実させ、欧米諸国からの需要も取り込む。また、関西の 3空港のネットワークを活用し、
国内他地域からの外国人旅行者の増加もはかる。
　より多くの外国人旅行者を呼び込むためには、空だけでなく、海の交通ネットワークの充
実も欠かせない。クルーズマーケットについては、欧米だけでなくアジアでも拡大しており、
クルーズ船による寄港地およびその周辺における経済波及効果は大きい。誘致に向け、港湾
施設などハード面の整備のほか、プロモーション活動、入国審査などの規制緩和の働きかけ、
飛行機と連携した「フライ＆クルーズ」の促進などソフト面の充実にも取り組む。

図表‒17　ムスリム旅行者増加への期待

（出所）国土交通省観光庁資料

図表‒18 クルーズの現状



14

〈関西国際空港アクセスの改善〉
　関西国際空港から観光地までのアクセス改善に向け、①料金の低廉化、②アクセス時間帯
の拡大、③鉄道・道路網の整備の 3つの取り組みを進める。
　関西国際空港と関西主要都市間を 1,000 円程度の料金でアクセスできるネットワークを充
実させるとともに、24 時間空港にふさわしい早朝・深夜アクセスの確立に向け、鉄道、リ
ムジンバス、路線バス、高速船などの充実・連携によるアクセス時間帯の拡大をめざす。
　中長期的な取り組みとして、鉄道については大阪市中心部と関西国際空港を結ぶ鉄道新線
「なにわ筋線」などの高速鉄道の整備をめざす。一方、道路については淀川左岸線延伸部・
大阪湾岸道路西伸部・名神湾岸連絡線をはじめとする関西のミッシングリンクを解消し、リ
ムジンバス等のさらなるアクセス改善と今後増加が見込まれるレンタカーを使った外国人旅
行者の利便性向上をはかることで、関西広域観光への弾みをつける。

〈多言語対応の充実〉
　外国人旅行者が観光しやすいよう、外国人観光案内所や観光通訳ガイドの充実をはかると
ともに、公共交通機関・観光地・ホテル・ショッピングモールなどにおける標識・標示の多
言語化、地図や観光情報などを多言語化したデジタルサイネージの設置を進める。
　また、けいはんな学研都市が持つ多言語音声翻訳システム（VoiceTra4U）や QRコード
を活用した翻訳システム（QR Translator）などの情報通信技術（ICT）を普及させること
で、観光分野にとどまらず、防災・医療・生活など多岐にわたる場面において、「言葉の壁」
をなくす取り組みを推進する。

図表‒19　なにわ筋線について

（出所）大阪市資料

図表‒20　関西のミッシングリンクについて

（出所）国土交通省近畿地方整備局資料より作成

左 （大阪市北区豊崎～門真市薭島、約10km ①淀川 岸線延伸部 ）
②大阪湾岸道路西伸部 (六甲アイランド～名谷JCT、約21km)
③名神湾岸連絡線 （西宮IC～大阪湾岸道路、約４㎞）

①③

②
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〈魅力ある拠点の整備・連携〉
　関西には、大阪、京都、神戸等の都心部以外にも大阪臨海部など独自性のある拠点が多く
存在する。今後、関西の広域的なインバウンド振興のためには、各拠点において、さらなる
魅力づくりを行うとともに、拠点間をうまく結びつける連携が重要である。また、各拠点の
整備に際しては、ハード面だけの整備にとどまらず、運営面の体制整備も必要である。

〈エリアマネジメントの推進〉
　関西では、グランフロント大阪、あべのハルカスなどが相次ぎ開業し、現在も、うめきた
2期区域をはじめとするまちづくりが進められている。こうした地域を外国人旅行者に対し
ても魅力あるまちとしていくためには、にぎわいを創出させるエリアマネジメントの取り組
みが重要となる。BID 制度5）等を使った公共空間の活用により地域の魅力を向上させるとと
もに、多言語対応の案内や情報発信によりインバウンドの推進につなげる。

〈ホテル等の供給体制の検討〉
　外国人旅行者の増加に伴い、ホテルの客室や駐車場の不足、交通アクセスの混雑などが懸
念される。ホテルについては、今後、都心部に集中しがちである宿泊者を広域に分散させる。
また、ホテルだけでなく、日本独自の宿泊文化の体験を提案することで旅館などに誘導するこ
とや規制緩和を通じた古民家の活用など着地型観光の実現により、地域の活性化にも貢献する。
　交通アクセスについては、鉄道と路線バス・レンタカー・レンタサイクル等の連携による
二次交通手段の確保や整備を進め、分散化をはかる。

図表‒21　客室稼働率 6）

（単位：％　　 ：75％～）

旅　館 リゾートホテル ビジネスホテル シティホテル 会社・団体の宿泊所
福井県 21.1 40.6 55.2 46.4 21.9
三重県 31.0 50.5 67.6 68.3 22.4
滋賀県 37.5 54.5 56.8 70.1 17.4
京都府 41.7 56.9 80.7 82.9 55.6
大阪府 40.1 79.5 78.6 82.5 31.9
兵庫県 35.3 51.4 68.2 73.3 30.3
奈良県 25.8 55.4 68.6 74.9 33.9
和歌山県 35.1 42.8 54.9 64.7 27.5
鳥取県 39.2 33.9 68.7 69.6 0.0
徳島県 27.0 42.3 59.1 56.3 23.2

（出所）国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査（平成 25 年 1 月～ 12 月）」より作成

 5） 「Business Improvement District」の略。地権者などでつくる地域管理団体が、対象地区の不動産所有者など
から徴収する分担金（BID税）を主財源として、地域美化・警備などの非収益事業と、プロモーションなどの収
益事業を行い、地区の価値を高める仕組み。
 6） 全客室のうち、実際に利用されている客室の割合。
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②　新たなコンテンツとプログラムの開発
　関西は美しい自然を有し、古くから育まれた固有の歴史・文化資源から個性的な食文化ま
でさまざまな資源が集積しているが、埋もれているものも多数存在する。
　そこで、観光資源の再発掘と再整理を行い、発達している交通インフラを生かして、現在
は「点」として存在している観光資源をテーマやストーリー性でルートとして「線」で結び
つけるプログラムをつくり上げる。外国人旅行者にこうしたルート巡りを楽しんでもらうエ
ンターテインメント性を加えることで、関西域内の「人の回遊性」を創造する。こうした取
り組みについては、関西を舞台に日本の歴史文化を体感できる新しいルートを国内外に発信
している歴史街道推進協議会とも連携して進める。
　さらに、新たなツーリズムの創出やMICE7）機能の整備、IR（統合型リゾート）の活用な
どをとおして、新たな観光集客機能の整備につなげる。

 7） 報奨・研修旅行、国際会議、展示会・見本市など、多くの集客・交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称。

図表‒22　新たなコンテンツとプログラムの開発
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〈ニューツーリズムの創出〉
　多様化する外国人旅行者のニーズにきめ細かく対応するため、関西が誇る神戸ビーフや日
本酒、粉ものなど食のツーリズムをはじめ、ショッピング、教育、産業、医療・健康、スポ
ーツ（ゴルフ、登山、フィッシング、サイクリング等）、カルチャー、エコなどニューツー
リズムの創出による観光振興をめざす。また、関西元気文化圏8）事業との連携・活用をとお
して、外国人旅行者向けのアートなどをテーマにしたツーリズムの創出にもつなげる。

〈広域観光ルートの策定〉
　関西を広域に周遊できる観光ルート「はなやか関西ルート（仮称）」を策定し、関西の多
様な魅力を体験してもらうとともに、今後、増加が期待できるリピーター需要の取り込みに
もつなげる。また、西日本広域観光ルート（エメラルドルート）をはじめ、関西以外の地域
とも連携し、より広域的な観光ルートの策定にも取り組む。

〈オリンピック文化プログラムの開発〉
　シドニー大会（2000 年）やロンドン大会（2012 年）等では、オリンピック文化プログラ
ム9）の実施が観光振興につながったと評価されている。関西としても、東京オリンピック・
パラリンピックの開催に向けた文化プログラムを実施し、さらなる観光振興の促進をはかる。
あわせて、オリンピック・パラリンピックのキャンプ地の誘致もめざす。

〈MICE 機能の整備、IR の活用〉
　大きな経済効果が期待できるMICEの誘致に関しては、関西にある多くの大学・研究機関、
豊富な観光資源が強みとなる一方、会議場や宿泊施設などの収容力の確保、おもてなし（レ
セプションパーティー、ナイトライフ環境の充実等）などが課題である。各地域が連携し関
西一体となって機能を整備していく必要がある。
　また、観光産業の振興や地域経済の活性化に大きな可能性を有する IR については、① IR
によりめざす都市像の明確化、②行政と事業者の役割分担の明確化、③めざすべき都市像を
実現するための推進体制の確立、④大阪だけでなく「関西」としての展開、⑤負の側面への
対応をふまえ、適切な活用策を広域観光推進の視点で検討する。　

 8） 関西地域における文化活動の充実や関西から文化を発信し、社会を元気にすることを目的に、関西元気文化圏
推進協議会と文化庁が 2003 年より推進。毎年 11 月の文化の日を中心に、関西の美術館・博物館等文化施設の入
場料を無料とする「関西文化の日」事業などを行っている。
 9） 音楽・演劇・ダンス・美術・映画・ファッション等の多角的な文化や魅力を紹介するプログラム。日本におい
ては、2016 年のリオデジャネイロ五輪終了後から開始される。
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③　マーケティングデータの整備
　本戦略では、①訪日外国人旅行者数、②外国人延べ宿泊者数、③訪日外国人旅行消費額、
④認知度・訪問意欲について、関西がめざすべき数値目標を掲げているが、これらは国の数
値との比較や民間企業の調査を基に推定したものであり、より精度を高めていくことが必要
である。まずは、観光庁や日本政府観光局（JNTO）に加え、各自治体、民間等が保有する
観光統計データを活用し、関西としてのデータ整備を進める。
　また、関西広域におけるインバウンド促進に向けたプロモーションを行うためには、観光
統計データに加え、外国人旅行者のニーズや動向を把握し、分析することも重要である。そ
こで、関西観光の魅力や利便性などについて、関西に来訪した外国人旅行者から評価をとる
関西観光満足度調査の実施や在外公館、留学生等の意見を共有し、情報発信や環境整備等へ
活用していく。

図表‒23　現行の主な観光統計・調査

実施主体 主な統計・調査 把握できる主な内容

観光庁

宿泊旅行統計調査 外国人延べ宿泊者数（都道府県別） 

観光地域経済調査 月別従業者数、売上規模、雇用・就労状況、産業の観光比率

訪日外国人消費動向調査

属性（国籍、性別・年齢等）、訪日目的、宿泊地・訪問地
都道府県別訪問率 
訪日外国人旅行消費額（交通費・宿泊費等）
満足度・再訪意向、ロゴ認知

旅行・観光消費動向調査 日本国民の国内・海外旅行の実施状況、旅行・観光消費額

日本政府観光局
（JNTO）

訪日外国人旅行者数 国・地域別／目的別 訪日外客数

日本人海外旅行者数 国・地域別 日本人訪問者数

日本政策投資銀行 アジア 8地域・訪日
外国人旅行者の意向調査 認知度・訪問意欲

観光庁・自治体・
観光団体

観光満足度調査
都道府県観光入込客統計

外国人観光客に対する満足度
観光入込客数、観光消費額単価、観光消費額
＊共通基準は観光庁が策定

大阪観光局 来阪外国人動向調査 滞在日数、観光消費額、満足度
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3 ．推進体制
　広域観光振興に向けては、広域かつさまざまな組織との連携が重要である。
　現在、関西の広域観光振興については、2011 年度より関西地域振興財団10）（一般財団法人
大阪湾ベイエリア開発推進機構）が国際観光をはじめとする官民連携事業を軸に中心的な役
割を担っている。しかしながら、2017 年度をもって官民連携事業の終了が決まっているこ
とから、早急に推進体制を確立する必要がある。
　そこで、当面は、関西広域連合、関西地域振興財団、関経連を中心にプラットフォームを
立ち上げ、各地域の自治体・観光振興団体・経済団体、企業などとも緩やかな連携を進め、
情報発信や環境整備など各地域に共通する取り組みを推進していく。また、観光分野にとど
まらず、企業誘致・留学生交流促進などのシナジー効果が見込める分野も視野に入れ取り組む。
　2015 年度内には推進体制のあり方を取りまとめ、準備会合の実施や関係機関による連携
事業の強化など、新たな体制確立に向けた準備を進める。2016 年度からは、本格的に新体
制への移行に取りかかり、速やかに体制確立へとつなげる。

10） 関西における広域的な官民連携組織であった関西広域機構（KU）の事業の一部と、特定公益増進法人大阪湾
ベイエリア開発推進機構（旧ベイ機構）の事業を継承する団体として、2011 年に発足。KUが取り組んできた国
際観光・文化振興・情報発信の官民連携事業を引き継いでいるが、本事業については、2017 年度をもって終了す
ることが決まっている。

図表‒24　関西の主な観光振興団体
（順不同）

広域観光振興団体 関西広域連合、関西地域振興財団、歴史街道推進協議会 

各府県の観光振興団体

福井県観光連盟、三重県観光連盟、びわこビジターズビューロー、京都市観光協会、
京都府観光連盟、京都文化交流コンベンションビューロー、大阪観光局、堺観光コン
ベンション協会、神戸国際観光コンベンション協会、ひょうごツーリズム協会、奈良
市観光協会、奈良県ビジターズビューロー、和歌山市観光協会、和歌山県観光連盟、
鳥取県観光連盟、徳島県観光協会など

図表‒25　関西広域連合、関西地域振興財団、関経連を中心とする連携事業イメージ

プラットフォームで行う事業イメージ
各地域が共通して取り組める事業について、プラットフォームを形成し、緩やかな連携により推進。

-

引き続き、各地域において取り組みを推進

-
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図表‒26　他国・他地域の事例

フランス・リヨンにおけるブランド戦略 “ONLY LYON” 
・ リヨンでは、2007 年よりそれまで個別に取り組んでいたブランド戦略を統一し、“ONLY 
LYON” を掲げ、官民連携によりリヨン都市圏を国際的に PR。

・ ローヌ県、リヨン都市共同体、リヨン市、リヨン商工会議所など 19 の機関で構成。各団
体のトップが集まる会議（年2回）、その下にある経営委員会（年4回）、執行委員会（毎月）
において、ブランド戦略の検討・実施が行われている。

・ 観光振興だけでなく、企業誘致、都市魅力向上などあらゆる分野において一体的なブラン
ド戦略を展開。

・ 海外からの観光客数や立地企業数の増加、さまざまな人気ランキングの向上などの効果を
上げている。

一般社団法人 九州観光推進機構
・  2003 年 10 月に官民が一体となってできた「九州地域戦略会議（共同議長：九州地方知事
会会長、九州経済連合会会長）」で、「九州観光戦略」を策定。 

・ 「九州観光戦略」の実行組織として、2005 年 4 月に官民一体となって設立（事務局は九州
7県、民間企業の出向者から構成）。 
・ 観光産業を九州の基幹産業にすべく、①九州のブランドイメージ戦略、②観光インフラの
整備戦略、③九州への来訪促進戦略、④来訪者の滞在・消費促進戦略の 4つの戦略を推進。
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4 ．ロードマップ
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国の政策（観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014） 関西の取り組み

①　  「2020年オリンピック・
パラリンピック」を見
据えた観光振興

訪日プロモーション、受入環境整備、文化プログラム
を通じた開催効果の地域への波及、バリアフリー化の
加速など 

・ オリンピック文化プログラ
ムの開発 

②　  インバウンドの飛躍的
拡大に向けた取り組み

インバウンド推進の担い手の拡大、訪日プロモーショ
ン、メディア戦略（放送コンテンツ発信のモデル事業
等）、関係機関の連携強化など

・ 関西を紹介するテレビ番組
の海外放送

・海外プロモーション
・ファムトリップ

③　  ビザ要件の緩和など訪
日旅行の容易化

ビザ要件の緩和、外国人長期滞在の促進、出入国手続
の迅速化、航空ネットワークの充実など ・エアラインの誘致 

④　  世界に通用する魅力あ
る観光地域づくり

地域連携による情報発信力強化、広域周遊ルートの形
成、地域の魅力発信、地域資源の磨き上げ、被災地の
復興支援、日本食文化の発信など

・ 関西のシンボルマークの策
定・活用 

・デジタルアーカイブの推進
・魅力ある拠点の整備・連携
・ニューツーリズムの創出 
・広域観光ルートの策定

⑤　  外国人旅行者の受入環
境整備

多言語対応、無料公衆無線 LAN整備、移動環境整備
（交通系 IC カード改善等）、クルーズ受入環境改善、
ムスリム対応 、ショッピング・ツーリズム、旅行者
の安全・安心確保、多様な滞在ニーズへの対応、人材
育成など

・無料Wi‒Fi 利用環境の整備
・関西統一交通パスの創設
・ムスリム対応の推進
・クルーズの誘致
・多言語対応の充実

⑥　  MICE の誘致・開催促
進と外国人ビジネス客
の取り込み

MICE 振興、外国人ビジネス客の取り込み、IR の検
討　など

・  MICE 機能の整備、IR の
活用

【参考】国の政策との比較
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広域観光研究会　名簿
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広域観光研究会　開催実績

第 1回 13.11.5
研究会の概要・検討の進め方について
取り組み事例の紹介（関西広域連合、関西地域振興財団、JTB西日本）

第 2回 14. 5.27
これまでの活動内容と 2014 年度の活動について
　⑴　関西広域観光戦略
　⑵　「はなやか関西」シンボルマーク案

第 3回 14. 7.17

関西広域観光戦略について
　⑴　関西広域観光戦略骨子（案）
　⑵　「はなやか関西」シンボルマーク
　⑶　Wi‒Fi ワーキンググループ（仮称）の設置
　⑷　観光振興に向けた関西全体での取り組み例

第 4回 14.9.9

関西広域観光戦略骨子（案）について（意見交換）
「はなやか関西」シンボルマークの活用（報告）
訪日外国人旅行者向け無料Wi‒Fi 整備WGの活動（報告）
関西を紹介するテレビ番組の海外放送 進捗状況（報告）

第 5回 14.10.22

関西広域観光戦略（案）について（意見交換）
訪日外国人旅行者向け無料Wi‒Fi 整備WGに関する関経連の動きに
ついて（報告）
インバウンド向け統一交通パス創設に向けた懇談会 開催結果（報告）
関西を紹介するテレビ番組の海外放送 進捗状況（報告）
はなやか関西シンボルマークの活用状況（報告）


